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千葉県を取り巻く現状・課題等と住生活基本計画策定に向けた重視する視点等 

＜重視する視点＞ ＜目標＞ ＜千葉県を取り巻く現状・課題等＞ 

Ａ.社会動向等 

・人口・世帯が減少に転じる 

・少子・高齢化がさらに進展する 

・世帯の小規模化、非親族化が進む 

Ｂ.地理・地勢的な特徴 

・都市的特徴と地方的特徴を併せ持つ。全国の縮

図とも言われ地域毎に多様性がある。 

⇒北西部は都心を中心とした市場圏域の一部で

あり都心通勤者のベットタウンとして発展。 

⇒一方、千葉県南部・東部は一次産業従事者が

多く、市町村の人口規模も小さい。一部過疎

指定地域も存在する。 

＜近年の国の施策、法制度改正・創設等の動向＞ 

・既存流通促進強化（国によるモデル事業等）   ・サービス付高齢者住宅制度の制定 

・空家対策特別措置法の制定           ・まち・ひと・しごと創生法の制定（地方創生） 

・省エネ基準の強化、耐震改修促進法の改正 

Ｃ.ニーズ・需要 

・住まい方に対するニーズが多様化          

・生活関連サービスニーズの増加           

・住宅確保要配慮者の増加・多様化          

・安全・安心に対する意識の高まり          

Ｄ．ストックの状況 

・住宅ストックが充足し、空き家が増加（地域性あり） 

・多様な地域があり、地域毎に課題も多様       

・計画的郊外住宅地や公的賃貸住宅団地の再生が必要  

・中古住宅流通は県北西部が中心で、東総・南部は少ない

○良質な住宅の供給、および

既存住宅ストックの利活

用の推進 

●住宅や住宅地の質の向上

および住生活にかかわる

サービスの充実による地

域づくり 

●社会的弱者への重層的かつ

柔軟な住宅セーフティネッ

トの構築 

目標１：豊かな地域社会の実現 

1）高齢者が安心して暮らせる… 

2）若年・子育て世帯が安心して暮らせる… 

3）エリアマネジメントの推進 

目標２：良質な住宅ストックの形成と活用の推進

目標３：居住ニーズが適切に実現される市場環境

目標５：良好な居住環境の形成        

目標４：住宅セーフティネットの確保 

＜具体的な取組＞ 

・千葉県内の多様な地域特性を踏まえた課題

に適切に対応していく。 

 

・また、住関連部局やサービスを提供する事

業者との連携を強化していく。 
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図-3 高齢化の状況（千葉県） 図-5 年齢階層別 非親族世帯人員割合の推移（千葉県） 
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Ａ.社会動向について 

〇人口・世帯が減少に転じる（図-1） 

・世帯素はＨ32 以降減少すると推測されている。 

〇少子・高齢化がさらに進展する（図-2、3） 

・特に後期高齢者数が今後増加 

〇世帯の小規模化、非親族化が進む（図-4、5） 

・特に 30 歳代の非親族世帯の割合が増加する 

図-4 世帯数、人口、世帯数あたり人員の推移（千葉県） 
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図-2 一都三県おける人口流入超過の状況 

図-1 大都市圏における人口流入超過の状況 

図-3 千葉県の人口・世帯(1960-2014 年) 

図-5 千葉県北西部の主要市別 人口推移(2009-2014 年) 
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 ※下図のみ＋流山市 
図-6 市町村別転入人口率（転入人口／転出人口）の割合・主要市の年齢階級別転入人口率（H26 年度） 

＜転入人口（上部）・転出人口（下部）＞ 

東京圏への人口流入は、社会・経済

動向等により変動があるものの基

本的に常に流入超過となっている 

・都心に近い千葉県北西部では、人

口増加の傾向にあるが、市毎にみ

ると一様ではない。 

・震災の影響については、流山市は

開発圧があり増加傾向、松戸・柏

市は減少局面のあと微増の傾向 
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＜千葉県の人口動態の特徴について＞ 

〇地方から東京圏の人口の受け皿として（図 1～5） 

・産業、経済の発展等により地方から東京圏への人口流入が

継続する中、地価高騰等に伴う住宅地開発の郊外化や都市

再生施策等による都心回帰等の市場動向が、千葉県北西部

（東葛・湾岸）への人口流入出に大きな影響を与えている。 

・戦後一貫して増加していた人口・世帯は、東日本大震災後

初めて減少に転じたが、その後微増に転じている。 

〇都市基盤整備による人口流入（図 5、6） 

・近年の県内の鉄道沿線開発（市街地整備）、高規格道路の

整備、拠点商業施設等の開発は、県内外の市町村間人口移

動に大きく影響しており、例えばＨ26 年度の流山市や木更

津市の転入超過はこのような影響の表れと推察される。 

〇市町村により異なる年齢階級別人口流入出（図 6～8） 

・年代別の市内外の転入出について、北西部の主要都市にお

いては、20 歳代前半は流入が多く後半は流出が多い。一方、

流山市は 30 歳前後及び 10 歳以下の転入が多く、子育て世

代が流入していると推察される。 

・東総・南房総では概ね人口減少傾向にある。銚子市は全て

の年齢階級で転出が超過し、特に 20 歳代前半の流出が多

く問題は深刻であるが、一方で鴨川市は 20 歳代前半の流

入が多く、これは、大学や病院整備にともなう学生や勤務

者の流入等が数字に影響を与えているものと推察される。 
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人口が少ない中での定住促進施策の効果が数字として表れているものと推察。 
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は減少傾向。銚子市はほぼ全ての年齢階級で転出傾向、流山市・木更津市は生産年齢帯の転

入が多く、鴨川市は若年層と高齢者の転入割合が高い。 
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図-8 主要市の転入・転出人口 

（H26 年度/銚子市・館山市・木更津市・鴨川市）

 ※下図のみ＋睦沢町 

＜転入人口（上部）・転出人口（下部）＞

＜転入人口と転出人口の差＞ 
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・人口・世帯は 1960

年代か急増し、

世帯数について

は概ね20年間で

3 倍弱に増加し

ている。 

・近年、東日本大

震災後に一時的

に減少があった

ものの、全体と

しては増加傾向

にある。 

図-4 近年の千葉県の月別人口

推移(2009-2014 年) 
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 〇千葉県の地理・地勢的な特徴と住宅問題 

・千葉県は、大きく次の二つの地理的・地勢的な特徴を有しており、

これが住宅問題にも影響していると言える。 

①首都東京に隣接していること 

⇒北西部は東京圏（都心から同心円状に広がる住宅市場）の一部

として施策等を考える必要がある。 

②半島性を有していること 

⇒地形的に都心からの市街地の広がりが制約され、南部は急峻な

地形が市街地を分断。 

⇒交通インフラの整備も半島末端へのアクセスは十分といえず、

南部に一部過疎指定の地域も存在すること等を踏まえて施策

等を考える必要がある。 

過疎地域自立促進特別措置法の過疎指定 
・勝浦市、長南町、大多喜町、鋸南町、南房

総市、鴨川市のうち旧天津小湊町の区域 

図-1  千葉県の地形 

図-2 市街化・市街化調整区域の状況 図-3 鉄道整備の状況 図-4  主要道路整備の状況 

首都圏近郊整備地帯の境界が千葉県を縦断し、

都市計画上の市街化区域も湾岸部に偏在 

北 西 部 は 利 根

川・江戸川流域

と比較的平坦な

下総台地、南部

は 300 程度の

山々が連なる房

総丘陵、東部は

九十九里沿岸に

広がる平野とな

っている。 

北西部は都心から放射状にＪＲやその

他私鉄が延伸。千葉駅を起点に内房、

外房、総武線が延びるが、途中より単

線区間となり本数も少なくなる。 

圏央道は一部未整

備であるが事業化

が進む。一方、銚

子方面や鴨川・い

すみ方面へのアク

セス向上が課題と

いえる。 
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Ｂ.地理・地勢的な特徴と多様性 
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図-5 距離圏別建築時期別世帯数 H25 住調） 

図-6 距離圏別建築時期別世帯の割合（H25 国調） 
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図-7 人口増減率 H17.4.1⇒H27.4.1（住民基本台帳）

●市町村別人口増減 

・Ｈ17 とＨ27 年との人口を

比較すると、北西部や木

更津市で人口増、香取・

東総、南部では人口減の

傾向となっている。 

●都心からの距離圏別スト

ックの状況※1 

・都心からの距離圏別にス

トック量をみると、10～

30km にボリュームゾーン

がある。 

・距離圏別に平成 12 年以降

の建築ストック※２の割合

をみると、都心から離れ

るに従いその割合が少な

くなる。 

 

※１ 千葉県に限らず 

※２ 住宅品確法施行後で

あり、施行前より品質

が確保されたストック

が多いと推察される。

〔図-1～4〕出典：千葉県の県土整備 2014 

図-8 人口・世帯の移動に関する関係性（イメージ） 
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図-7 千葉県女性サポートセンターの入

所者数の推移（千葉県） 
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図-2 単身・夫婦のみ世帯の推移（千葉県）国調 

〇住まい方に対するニーズが多様化  

・年齢階級別世帯類型の割合が変化

し、将来的に単身世帯、単身と子か

らなる世帯の増加が見込まれる。 

・一方、シェア居住等、これまでにな

い居住形態が広がりつつあり、この

ような世帯・居住形態の多様化はニ

ーズの多様化と繋がっていく。 

 （図-1、図-3） 

〇生活関連サービスニーズの増加   

・家族の互助機能が働かない単身世帯

の増加は、単身居住を外部から支え

る生活関連サービスのニーズ増加

につながる。 

 （図-2） 

〇住宅確保要配慮者の増加・多様化  

・年収 300 万円未満の世帯が増加傾向

にあり、生活保護による住宅扶助人

員も増加傾向にある。 

・また、低所得者以外に母子世帯やＤ

Ｖ被害者は増加傾向にあり、住宅確

保要配慮者の多様化も進んでいる。 

 （図-5～7） 

〇安全・安心に対する意識    

・住宅に対する不満や、重要だと思う

ものについては、日常生活に対する

安心感や、災害等への安全性に関す

る事が挙げられている。 

（図 8） 

 

＜参考：首都圏住民向けＷＥＢ調査＞ 
・居住地の選定に当たっては、「子育てに関

する取り組み」「医療に関する取り組み」

等が重視されている。（図 9） 

・千葉県への再居住を考えるに当たっては、

「交通利便性」「通学・通勤の利便性」等

が重視されている。（図 10） 

・一都三県における「暮らしやすさ」の評

価は、埼玉県と同様の傾向を示すが「自

然」の評価が高い。（図 11） 

※1図 9、図 11⇒Ｈ26 年度調査 

※2図 10⇒Ｈ27 年度調査 

出典：欄外の出典注記参照 

図-6 母子世帯・父子世帯の推移 

（千葉県）国調 

図-5 生活保護・住宅扶助人員数の

推移（千葉県）健康福祉課より 
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図-8 住宅の各要素に対する不満率（左）、 

及び最も重要だと思うもの（右）千葉県）  
出典：住生活総合調査（平成 25 年速報 千葉県独自集計） 

図-1将来の世帯主年齢別世帯類型の推移（千葉県）
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図-3 賃貸共同住宅形態の分類例 図-4 シェア居住の動向 
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図-9 転入自治体選択に影響を与えた取り組み（千葉県から転出した女性に対して） 

Ｑ 転入先選択に影響を与えた施策はどのような取り組みか Ｑ再び千葉県に住みたいか？

出典：図 9、図 11「人口減少・少子高齢化に対応した施策検討に係る調査」報告書 27.2、首都圏住民向けＷＥＢアンケート調査（調査対象:①千葉県から転出した女性(図 9)②１都４県（千葉県、東京都、神奈川県、埼玉県、茨城県）へ転入した女性(図 11)）、[千葉県政策企画課より] 

   図 10「人口減少・少子高齢化に対応した 施策検討に係る調査（追跡）」報告書 Ｈ27.6 （調査対象：上記首都圏住民向けＷＥＢアンケート調査において調査対象とした千葉県から転出した女性）〔千葉県政策企画課より〕 

図-10 千葉県への再居住の意向、及びその理由（千葉県から転出した女性に対して） 

Ｑ何が改善されると良いか 

Ｑ理由は？

図-11 千葉県の「暮らしやすさ」の評価 

千葉県が高い

〔図-3、4 出典：「民間賃貸住宅における共同居住形態に係る実態調」査 報告書 国土交通省   平成 24 年 3 月〕 

＜参考＞本調査における「シェア居住」

の定義 

・  親族（交際相手、婚約者を含む。）で

はなく、また、自ら所属する団体（会

社や学校など）の関係者とは異なる人

たち複数人の間で、共同利用する施

設・設備を有する住居。  

・  共同利用する施設の中に少なくとも 

1 つ以上、住居内のコミュニティ形成

のための施設・設備（リビングルーム

等）が含まれる住居。  

・  入居者は運営事業者あるいは家主と

個別に賃貸借契約を結び、運営事業者

が定期的な管理を行う住居。 
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〇住宅ストックの状況 

・住宅ストックが充足し、千葉県においても

空き家が増加している。 

・全体的に「賃貸用の住宅」の空き家が多い

が地域により状況が異なり、南部は別荘等

「二次的住宅」の空き家が多い。 

〇地域性について 

・地域により住宅ストックの状況は異なり、

課題も多様である。 

・例えば、 

―北西部においては比較的新しいストッ

クが多いが、南部・東総部は古いストッ

クが多い傾向にある。 

―南部では太陽熱・光利用の機器設置住宅

の割合が高くなっている 

等 

〇郊外団地の状況 

・北西部では 1980 年以前の大規模開発団地

が多く分布するが、開発から相当期間経過

し、このような計画的郊外住宅地や公的賃

貸住宅団地の再生が課題となっている。 

〇中古住宅流通 

・中古住宅の流通は、北西部では多いが南部、

東総では少ない。 

図-1 空き家数の推移（一都三県） 図-2 空き家の種類別住宅数・割合の推移（千葉県） 

香取・東総ゾーン

圏央道ゾーン

南房総ゾーン

空港ゾーン

東葛・湾岸ゾーン

図-6 大規模開発団地の分布（千葉県） 

出典：「土地総合情報ライブラリー 宅地供給・ニュータウン

（平成 25 年度）」     （国土交通省） 

図-3 空き家の内訳 

図-4 住宅ストックの状況の地域性（建設時期） 図-5 住宅ストックの状況の地域性（太陽熱・太陽光利用） 
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【参考】生活関連施設

の整備状況 

・高齢者が住み続ける

ことができる地域社

会の形成に向けて

は、日常生活で必要

となるサービス施設

が徒歩圏で適正に配

置されている必要が

あるが、現状では地

域差が生じている。 

図-8 生活関連施設の利便性 「高齢者日常利用施設に対する生活利便性に関する研究：千葉県内市町村の場合」山岸輝樹 出典：日本建築学会技術報告集 第 20 巻 第 44 号，257-262，2014 年 2 月 

②流通物件の築後年数（千葉県）･戸建て 図-7 流通物件の状況 ③流通物件の築後年数（千葉県）･ﾏﾝｼｮﾝ ①流通物件数の地域別割合 

○中古戸建市場の分析 

・対象の抽出方法：不動産情報ホーム

ページ「home's 住宅情報」

（http://www.homes.co.jp/）の中

古戸建物件情報ら、千葉県内の中古

戸建全 2,709 戸を抽出した。その中

から、まず、新築仲介に該当する

30 戸を除外した。次に「物件名」「階

数」「間取り」「延床面積」の４項目

が一致する重複物件を除外し、最終

的に 2,669 戸を抽出した。 

・抽出時期：2014 年 12 月 19 日現在 

・抽出対象：千葉県内の中古戸建 

・抽出サンプル数：2,669 戸 

築 20 年未満 
築 20 年未満 


